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1.研究評価委員会説明資料

国総研 National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN

1

３次元データを用いた設計、施工、維持管理の
高度化に関する研究

３次元データを用いた設計、施工、維持管理の
高度化に関する研究

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ

関係研究部

研究期間

： 高度情報化研究センター長 塚田幸広

： 高度情報化研究センター情報基盤研究室

： 平成２２年度～平成２４年度

2

・技術者の高齢化

⇒ 熟練者の縮減

・インフラの老朽化

⇒ 維持管理費の増大

・構造物の複雑化

⇒ ミスの増加

背景

３次元データを用いた設計、施工、維持管理
の高度化に関する研究

研究の背景

建設後５０年経過したインフラの割合

土木技術者の年齢別割合

※ H24年度国土交通白書より

※ H23年度国土交通白書より

若年層は減少 高齢層は増加

高齢層が全体
の50%以上に

耐震補強後の鉄筋

全体の約半数で
50年経過

過密かつ複雑に
なってミスが多発
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3

研究の必要性と目的

ICT（情報通信技術）を利用した全体の効率化・高度化が必要

予算・人材の縮減の中で、建設生産プロセスの品質を確保するために…

３次元データを用いた設計、施工、維持管理
の高度化に関する研究

簡易 詳細

設計

施工

維持
管理

３次元モデル

フ
ェ
ー
ズ

２D図面から

簡易な3Dモデル
を表現

簡易な3Dモデルを

変状の計測に利用

鉄筋の

干渉チェック

点検結果の

可視化

施工

シミュレーション

簡易な3Dモデル

を情報化施工に

利用

既存のデータを簡易な３次元として再利用 精緻な３次元モデルを作成・利用

本研究の
対象

簡易な３Dモデルで

維持管理情報を統合

4

研究成果目標
３次元データを用いた設計、施工、維持管理
の高度化に関する研究

研究成果目標 研究成果
研究成果の活用方法

（施策への反映・効果等）

２次元を３次元化するデータ交換
標準の策定

３次元設計データ交換標準（道路・
河川堤防）の策定

TSを用いた出来形管理の使用原則化

「ＴＳを用いた出来形管理」 が1万m3以上
の土工工事で使用原則化。

・TSを用いた出来形管理用の施工管
理データ交換標準（土工・舗装工）
を策定

設計から維持管理へ３次元データ
を流通・利用できる環境の構築

・橋梁３次元データ流通に係る運用
ガイドラインの策定

ガイドラインに基づき試行を実施
４件の橋梁詳細設計業務で試行済。
（千葉国、横浜国、岐阜国、甲府河川）

・橋梁の維持管理における３次元モ
デルを用いた情報統合システムのプ
ロトタイプの作成

システムの基本概念を整理
「橋梁３次元データの維持管理利用に関する

研究」で検討を継続。

情報化施工を普及・定着させるた
めの基準類の策定

・TSを用いた出来形管理要領、およ
び監督検査要領の作成

要領に基づき工事を実施
H20年：26件 ⇒ H24年：530件に増加

・TSを用いた出来形管理の機能要求
仕様書、および機能確認ガイドライ
ンの作成

施工管理用ソフトウェアへの導入
30種程度を開発・販売。
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5

２次元を３次元化するデータ交換標準の策定

3次元形状をモデル化して流通 ⇒ 施工時のデータ作成の手間を削減

パラメトリックなモデルで

修正が容易

TS出来形管理で利用

データ交換標準

を策定

データ交換標準

を策定

道路設計者やソフトウェア開発者から意見を収集して、データ交換標準を作成

設
計
パ
ラ
メ
ー
タ
を
モ
デ
ル
化
し
て
３
次
元
形
状
を
デ
ー
タ
交
換

データ交換標準

を策定

6

受・発注者向けの「ＴＳ出来高管
理要領、監督検査要領」を作成・
改訂した。

【特徴】

① トレーサビリティーの向上

TSの計測データ(国総研が定
めたデータ形式)を電子納品

② 品質確保

帳票の自動作成機能で計測値
全てを帳票化（従来の2倍）

③ 受・発注者の業務効率化

工事写真枚数の低減（工事で1
枚のみ）

工事写真撮影時の黒板の簡素
化（略図・寸法の記載不要）

検査職員の検査頻度の低減
（工事で1断面のみ）

情報化施工の普及・定着させるための基準策定

情報化施工の１つ「ＴＳ出来形管理」

情報化施工による作業時間の短縮効果
（2,400mの出来形管理）

３次元設計データ搭載の効果
①計測効率の向上

TSが計測位置へ誘導（丁張り不要）

②技術者判断の早期化
計測と同時に設計値との差を表示

③人為ミスの防止
帳票を自動作成

ＴＳ出来形管理

幅員中心
F1N0

管理断面
No．33

左法肩
L1N1

左法尻
L1N2

右法尻
R1N2

右法肩
R1N1

作業内容 従来施工 情報化施工 短縮効果

出来形管理 １８日 ６.3日 65％減

ICTの特徴を活かし、
より多くの効果を得る
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7

情報化施工の普及・定着させるための基準策定

【参考】「データ交換標準」と「機能要求仕様書」の記載だけでは、民間各社のソフトウェア開発に際し、開発者によって異
なる解釈をする懸念がある。そこで、「機能確認ガイドライン＋サンプルデータ」を策定した。これは、開発したソフト
ウェアにサンプルデータを読み込んで規定した動作を行い、規定した結果になることを確認することで解釈の差を生
じさせない技術資料である。

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

種類 工種 基準類 10月 9月 3月 ３月 12月 5月 9月 3月 1月 2月 3月

要領類
(受発注者向け)

土工

出来形管理要領

▼試行案
道路土工

▼試行案
河川土工

▼策定 ▼改定
2級TS
の導入

▼改定
※1、※2

監督・検査要領

▼策定
手引き

▼策定
ICTの
特徴を
活用

▼改定
※1、※2

舗装
※3

出来形管理要領 ▼策定

監督検査要領 ▼策定

技術仕様書類
(開発者向け)

共通 データ交換標準

▼ver.1.0
研究

▼ver.2.0
土工

▼ver.4.0
舗装
※3、※4

▼ver.4.1
新測地系

土工

機能要求仕様書×2

▼策定
ver.2.0用

▼策定
ver.4.0用
※2

▼策定
ver.4.1用

機能確認ガイドライン×2
＋ サンプルデータ

▼策定
ver.2.0用

▼策定
ver.4.0用

▼策定
ver.4.1用

舗装
※3

機能要求仕様書×2
▼策定
ver.4.0用

▼策定
ver.4.1用

機能確認ガイドライン
＋ サンプルデータ

▼策定
ver.4.0用

▼策定
ver.4.1用

※1:監督の軽減（確認→把握）。 ※2:新機能導入（横断図と重合せて設計データを照査）
※3:舗装に縁石と排水溝を含む。 ※4:トレーサビリティー（計測時刻、他）を確保。

【凡例】薄黄色:プロ研の事前検討
濃黄色:プロ研の期間

土工の基準類は、導入工事の調査や関係者との意見交換を通じ、より良く改定。
舗装への導入に向け、土工の知見・試験施工・関係者との意見交換を通じ、基準類を策定。

8

基準類の策定・改定が、「受・発注者にとっての情報化施工の導入環境、ソフトウェア開発者
にとっての開発環境」を整え、結果、便利なソフトウェアが開発され、導入件数も年々倍増した。

約

700

(予想)

H25(予想)

TS出来形管理（土工）

の使用原則化

準備 プロ研

土工の基準を、現場試行結
果・関係者ヒアリングを元に
基準類の策定・改定

工種拡大として舗装工の基
準策定

成果の活用事例：
TSを用いた出来形管理のソフト開発と導入工事件数

通達｢情報化施工技術の
使用原則化について｣
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9

成果の活用事例：
TSを用いた出来形管理の使用原則化

10,000m3以上の
土工を含む工事

直轄の対象工事の
ほぼ半数で利用さ
れたこと。

使いこなしている工
事では高額な導入
費用に見合う効果
が得られていること。

使用原則化の通達

結果、数ある情報化施工技術の内、「ＴＳを用いた出来形管理技術（土工）」は、H25年3月の
本省通達により使用原則化となった。

10

橋梁３次元データ流通に係る運用ガイドラインの策定

橋梁３次元データの流通、使い方を運用ガイドとして取りまとめ

被災後の構造物のひずみを計測するための
座標を結んだ簡易３Dモデルの作成

橋梁設計者や事務所から意見を収集し、取りまとめたものをHPで公開中

監視基準点の設置方法

 記号 

●●●

監視基準点 

平成●●年●月●日

国土交通省 

設置年月日 

再計測のために
測量鋲を設置

施工段階で橋梁に

監視基準点 (x, y, z座標)を設置
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成果の活用事例：
スケルトンモデルによる震災前後の橋梁の変状確認

震災前後の橋梁全体の変状を容易かつ迅速に把握できた。
- 南東に17cm程度移動、5～12cm程度沈下

- 橋台と橋脚の相対的な変位はなし
- 橋梁全体のねじれはなし

維持管理における震災時の点検や計画策定の迅速化
関東地方整備局
千葉国道事務所
圏央道平蔵川IC橋

震災前後の
スケルトンモデルを比較して

全体の変位・ねじれ等を可視化

12

橋梁の維持管理における３次元モデルを用いた情報
統合システムのプロトタイプ（研究継続中）

簡易３次元モデルに維持管理情報を
集約する仕組みの基本概念を整理

⇒ 情報管理の一元化

橋梁の属性情報

点検記録・写真

簡易な３次元モデル

リンク

リンク

例：損傷箇所の表示

熟練者でなくても、
容易に構造物の

状態を把握できる

リンクした維持管理情報を
３次元モデル上に可視化

橋梁の主要部材の
外形形状、および
周辺地形を作成

構造物の空間的な位置把握に
必要なものだけを３次元化
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13

研究の実施体制

国総研 高度情報化研究センター
（データ交換標準、運用ガイド、出来形要領等）

本省 道路局

水管理国土保全局

（道路、河川事業に利
用するためのリクワイ

アメント）

建コン協：建設コンサルタンツ協会

日建連 ：日本建設業連合会 等

（利用者の立場からの要望）

本省 大臣官房技術調査課

公共事業企画調整課

（CALS/EC推進会議、情報化施工推進会議
等での方針策定）

各整備局

（現場試行実施）

(独)土木研究所

（情報化施工要素技術の開発）

日測工

日本測量機器工業会

（TS出来形管理

システムの開発）

OCF

オープンCAD
フォーマット協議会

（CADソフトへの
実装）

・本省の役割

３次元データ利用の研究に対するリクワイアメント、CIMや情報化施工の施策および全体計画の策定

・関係団体との連携協力体制

関係団体からの幅広い意見を研究に活用

ソフトウェアの開発を支援

３次元データを用いた設計、施工、維持管理
の高度化に関する研究

14

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

１
３次元形状を再現できるデータ交換標準を
策定

２ 出来形管理用のデータ交換標準を策定

３ ３次元データの流通・利用方法を確立

４
維持管理で活用する３次元可視化技術の
提案

５ 情報化施工技術の出来形管理要領等を策定

６ 上記要領に対応した技術仕様書を策定

研究のスケジュール

それぞれの研究テーマが関連していることから、

並行して研究を実施し、情報を共有しながら研究を実施した。

効率性

３次元データを用いた設計、施工、維持管理
の高度化に関する研究
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15

・データ交換標準、運用ガイドライン、ソフトウェアへの実装を補助するマニュアル等を策定。
・策定した基準等の適用性について、現場試行で有効性を確認。

研究６項目のうち、4項目(◎)は実用段階、2項目(〇)は有効性を確認済

研究成果の活用方法

３次元データを用いた設計、施工、維持管理の高度化
に関する研究

研究成果目標 研究成果
研究成果の活用方法

（施策への反映・効果等）
目標の達成度

２次元を３次元化
するデータ交換標
準の策定

３次元設計データ交換標準
（道路・河川堤防）の策定

TSを用いた出来形管理の使用原則化

「ＴＳを用いた出来形管理」 が1万m3以上の土工
工事で使用原則化。

◎
・TSを用いた出来形管理用
の施工管理データ交換標準
（土工・舗装工）を策定

◎

設計から維持管理
へ３次元データを
流通・利用できる
環境の構築

・橋梁３次元データ流通に
係る運用ガイドラインの策
定

ガイドラインに基づき試行を実施
４件の橋梁詳細設計業務で試行済。
（千葉国、横浜国、岐阜国、甲府河川）

○

・橋梁の維持管理における
３次元モデルを用いた情報
統合システムのプロトタイ
プの作成

システムの基本概念を整理
「橋梁３次元データの維持管理利用に関する研究」

で検討を継続。 ○

情報化施工を普
及・定着させるた
めの基準類の策定

・TSを用いた出来形管理要
領、および監督検査要領の
作成

要領に基づき施工管理を実施
H20年：26回 ⇒ H24年：530回に増加 ◎

・TSを用いた出来形管理の
機能要求仕様書、および機
能確認ガイドラインの作成

施工管理用ソフトウェアへの導入
30種程度を開発・販売。 ◎

有効性
※ ◎: 十分に目標達成 ○:概ね目標達成

16

事前評価時の
指摘事項と対応

事前評価時の指摘事項 対応

システム導入効果の見える化とメリット
伝達が重要である。

3次元化のメリットを現場に伝えるデモやビデオを
作成し、効果のＰＲを図った。

国土交通省の事業全体で展開できるよう
に進めて欲しい。

民間企業や地整と意見交換し、特定の業者だけでは
なく、一般の業者も実施できる標準化をめざした。

設計、発注～施工、施工後データの納入
といった流れを確立して欲しい。

有効な３次元データを設計・施工業者が作成し、後
工程で利用する納品の流れを確立した。

メーカーが実施すべきものと、行政側が
管理すべきものを区別しておく必要があ
る。

民間の技術を縛るのではなく、監督検査や電子納品
等、官側で規定するべき内容を対象とした。

３次元データを用いた設計、施工、維持管理
の高度化に関する研究
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今後の取り組み３次元データの流通、利活用の今後の取り組み

① 成果を確実に普及していくために、共通仕様書等の
上位基準へ反映させる。

② 情報化施工の他工種への展開等、適用拡大を図る。

③ ３次元のメリットや可能性について広く共感を得られ
るようPRを積極的に行っていく。

④ 成果をさらに発展させ、３次元データの高度利用を検
討する。

18

その他の成果投稿論文一覧

【査読あり】：５本
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２．用語集 

 

英字、数字 

 

ASP：Application Service Provider の略で、インターネットを通じてビジネス用のアプリ

ケーションをレンタルするサービスの提供者。 

 

BIM：Building Information Modeling の略で、3 次元のリアルタイムでダイナミック

な建築モデリング用のソフトウェアを使用して、建物設計および建設の生産性を向

上させる取り組み。 

 

CAD：Computer Aided Design の略で、キャドと呼ぶ。コンピュータ支援による設計シス

テムのこと。 

 

CAM：Computer Aided Manufacturing の略で、キャムと呼ぶ。コンピュータ支援による

製造システムのこと。 

 

CALS/EC：Continuous Acquisition and Life-cycle Support/Electronic Commerceの略で、

CALS は「継続的な調達とライフサイクルの支援」、EC は「電子商取引」と日本語

訳される。全体としては、情報の電子化と共有により製品のライフサイクルの色々

な局面でコスト削減・生産性の向上を図ることである。 

 

CIM：Construction Information Modelingの略で、建築分野で広がっているBIM（Building 

Information Modeling)を土木分野にも応用した 3 次元モデルを利用した建設生産システム

のことをいう。 

 

GNSS：Global Navigation Satellite System の略で、全地球衛星航法システムと呼ぶ。GNSS

は、人工衛星の信号を用いて位置を決定する衛星測位システムの総称である。代表的なシ

ステムとして米国の GPS、ロシアの GLONASS がある。 

 

JCMA：Japan Construction Machinery and Construction Association の略で、一般社団

法人 日本建設機械施工協会のこと。建設機械及び建設施工に関する技術等の向上と普及を

図り、もって国土の利用、開発及び保全並びに経済及び産業の発展に寄与することを目的

とし、建設機械・施工に関して「試験・調査・研究・技術開発、普及・支援活動、技術者・

技能者の育成及び資格付与、高度化及び標準化の推進」等を行っている団体。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E5%95%86%E5%8F%96%E5%BC%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E5%8C%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%B1%E6%9C%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%95%86%E5%93%81%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%95%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%82%AF%E3%83%AB%E3%83%9E%E3%83%8D%E3%82%B8%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E7%94%A3%E6%80%A7
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JSIMA：Japan Surveying Instruments Manufacturers' Association の略で、一般社団法

人 日本測量機器工業会（略称：日測工）のこと。測量機器工業の健全な進歩発展を企図し、

もって国民経済の発展と公益に寄与することを目的とし、測量機器並びに関連製品の「測

量機器の品質向上、規格の作成・改良等、統計の作成、検定及び校正・検査の認定、技術

研究開発」等を行っている団体。

LandXML：土地造成、道路、測量等に関係するシステム間で、システムに依存しないデー

タ交換のための標準。データ形式は XML。民間のシステム開発者が参画するオープンな組

織の LandXML ORG で仕様が策定されている。

MG：Machine Guidance(マシーンガイダンス)の略で、TS、GNSS の計測技術を用いて施

工機械の位置や施工情報から、設計形状の差分を算出して情報を提供し、オペレーターの

機械操作をサポートするシステム。

MC：Machine Control(マシーンコントロール)の略で、MG 技術に加えて、設計形状に従

って機械をリアルタイムに自動制御するシステム。

OCF：オープン CAD フォーマット評議会の略。２次元 CAD データ形式の SXF の高度利

用と正確なデータ交換のための調査、研究、実装を目的に設立した CAD ベンダーの団体。

RTK-GNSS：Real Time Kinematic GNSS の略。測位誤差を補正するために、測定したい

移動局と位置が分かっている基準局の２点に GNSS アンテナを設置し、基準局からの補正

情報を移動局に無線などでリアルタイムに送信して測位する方法。

SXF：Scadec data eXchange Format の略で、エス・エックス・エフと呼ぶ。ISO
10303 の STEP 規格に準拠した２次元 CAD データの中間フォーマットで、わが国

の電子納品で利用されるフォーマット。

TS（トータルステーション）：Total Station の略で、測距測角儀のことをいう。距離と角

度を同時に測定でき、マイコン機能によって測量結果の記録が自動で行える。

XML：Extensible Markup Language の略で、文書やデータの意味や構造を記述するマー

クアップ言語の１つ。ソフト間での通信、データ交換、データ保存のために広く利用され

ているフォーマット形式。

XML スキーマ：XML 文書の論理的構造を定義するために開発されたスキーマ言語
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の１つ。 

 

�� TS、�� TS：TS（トータルステーション）で公共測量に利用するものは、測定性能

に応じて級別に分かれており、１級、２級、３級がある。２級は、測角部が２級セオドラ

イトに準じる性能、測距部が２級測距儀に準じる性能を有するもの、３級は、測角部が３

級セオドライトに準じる性能、測距部が２級測距儀に準じる性能を有するものをいう。 

 

�������３次元形状をコンピュータが利用できるデータとしてモデル化したものを

いう。 

 

�� 

����� ��������数値標高モデル（DEM; Digital Elevation Model)は、地

形表面のデジタル表現の１つであり、リモートセンシングから得られた地形の凹凸

を、メッシュデータ（正方形が集まった格子）や TIN（三角形の集合）で表現した

モデル。国土地理院では、10ｍメッシュ、５ｍメッシュの数値標高モデルを提供している。 

 

�� 

������������世界測地系は、全地球的測地系のことをいう。GNSS 測量等の

高精度な測位法が一般化し、世界で共通に利用できる基準として生まれた。日本では、平

成 14 年４月に世界測地系（JGD2000）が策定された。日本測地系は、日本で従来利用され

ていた測地系。 

 

������建設工事の施工において、ICT を活用した高効率、高精度の施工技術のこと

をいう。 

 

���������全体的な３次元モデルを骨組み構造でモデル化したもの。 

 

�����属性情報とは、図形に関連付けられた文字情報のこと。本研究では、ハイパー

リンクで図形に関連づけたファイルも属性情報と呼ぶ。 

 

�� 

���������：大座標系は測量のための測地系座標、小座標系はある箇所を原点に

したローカルの数学的座標。 

 

������データ構造の１つで、1 つの要素から複数の子要素、孫要素をもつという形で

階層を深くするデータ構造。 
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������施工に当たって、設計図書に示された設計寸法に完成形状が合格するように

管理すること。 

 

�����設計成果や工事完成図書等を電子データにして発注者に納品すること。 

 

�� 

���������ノンプリズム方式とは、TS（トータルステーション）を用いた新しい

出来形計測技術の１つで、プリズムを使用せず、目標物に直接光波を照射し、戻ってくる

わずかな乱反射光を使って目標物までの距離を測定する方式。 

 

�� 

��������参照する他のファイルの参照情報をデータ内に埋め込み、リンクを生成

すること。 

 

���������本来の意味は、コンピュータでは OS やハードウェアなどの基礎部分を

プラットフォームと呼ぶが、本研究では、３次元モデルに様々な情報を載せる共通基盤の

ことをプラットフォームと呼ぶ。 

 

����：TS（トータルステーション）の光波を屈折、反射させる鏡。 

 

���������CAD/CAM システムで用いる製品モデル。単に形状モデルにとどまら

ず、製品の設計から生産段階まで必要な情報を統合的に記述したモデル。 

 

�����������後工程で発生する不具合や手戻りを設計の初期段階で発見し、後

工程のコストや時間を短縮する仕事のやり方。製品コストの大部分が設計の初期段階で発

生することから、後工程の検討を前倒しで実施することが有効とされている。 

 

 




